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概要 

バイオマス発電は 2030 年に国内の発電の約 5％を占めることが、最新のエネルギー基本計画の中で目標と

して示されており、全国でバイオマス発電所の建設・運転開始が進んでいる。一方でバイオマス発電所の火

災事故が多発しており、バイオマス発電所に対する保険引受条件は厳しくなってきている。本レポートでは

事故事例から発生要因を考察し、燃料や設備に関連したリスク評価・対策、保険へのリスク移転について整

理する。本レポートが、バイオマス発電のリスク低減や事故対策に繋がれば幸いである。 
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1. はじめに 

第 6次エネルギー基本計画1では、2030 年度ミックス（野心的な見通し）において再生可能エネルギーが国

内電源の 36～38%を占める目標が定められており、2019 年の 18%と比較して割合が倍増する目標となってい

る。国土の 2/3 を森林が占める日本では、バイオマス発電のポテンシャルは大きく、2030 年度ミックスの 36

～38%のうち、約 13％（国内電源の 5%）を占めるエネルギー源とされている。現状では太陽光に次いで導入

量が多く、現在も国内の各地において、新規バイオマス発電所が建設、運転開始されている。さらに、新た

に FIT（固定価格買取制度）認定された設備は、稼働中の発電所よりも規模が大きいものが多く、導入される

設備は大型化してきている状況である（図 1）。 

一方で、バイオマス発電所において火災・爆発事故が数多く発生しており、各々の事故に対して保険金が

支払われている。事故が多発していること、また発電規模の大型化に伴って支払保険金も高額化しているこ

とから、保険の引受判断が厳格化し、調達条件は悪化してきている。そのため、発電事業者の事業計画や採

算性にも影響を及ぼしている。 

 

 

図 1 国内における木質バイオマス発電所の稼働・導入状況（2021 年 3 月時点）2 

                              
1 経済産業省資源エネルギー庁, 第 6次エネルギー基本計画, 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/20211022_01.pdf, (アクセス日: 2023-8-29) 
2 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）, バイオマスエネルギー地域自立システムの導入要

件・技術指針「実践編」木質系バイオマス, https://www.nedo.go.jp/content/100932084.pdf, (アクセス日: 2023-11-

13) 
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2. バイオマス発電所の事故事例および推定原因考察 

ここ数年に発生した、バイオマス発電所の火災・爆発事故を表 1 にまとめる。表 1 にまとめたものは、公

的に発表されている比較的大きな火災・爆発事故であり、これら以外にも小規模の事故は数多く発生してい

るものと推察される。 

 

表 1 直近のバイオマス発電所およびバイオマス混焼発電所の事故概要3 

事故年 事故装置 事故概要 

2023 年 

燃料受入設備 
木質ペレット投入する施設において爆発・火災が発生、エレベーターが

焼損、爆風によって外壁が損傷 

燃料貯留槽 燃料貯留槽内において火災が発生 

燃料貯留槽 燃料貯留槽内の燃料が発酵・発熱、自然発火して火災が発生 

燃料貯留槽 
燃料貯留槽４基のうち２基から白煙・火災が発生、白煙発生から４か月

後に鎮火確認 

燃料供給コンベア コンベア建屋内で発煙、鎮火 

バンカー4 ボイラからの逆火によりバンカー内ペレットへの引火、火災が発生 

2022 年 

燃料供給コンベア コンベア建屋内で発煙、鎮火 

ホッパー5 木質燃料を受入・投入するホッパー建屋にて煙が発生 

ボイラ ボイラの水管が破裂し、水蒸気爆発6が発生 

燃料供給コンベア 
電気配線接続部に木質燃料の粉塵が付着して短絡、あるいはコンベアの

ローラが堆積した粉塵を加熱して発火、火災が発生 

2021 年 ボイラ 
ボイラの水管が破裂し、水蒸気爆発が発生、飛散物によって敷地外の第

三者の建物・車両等への破損・汚損が発生 

2020 年 燃料供給コンベア 
燃料供給コンベアのローラが摩擦などにより発熱、燃料に着火して火災

が発生、コンベア内で延焼 

 

表 1を見ると、サイロ7やホッパーなどの燃料の貯蔵設備において多くの火災が発生している。これらの設

備は燃料を一時保管しているのみであるが、木質のバイオマス燃料は条件によって酸化・発酵し、発熱や可

燃性ガスの発生を伴って自然発火する性質があるために発生した事故である。燃料倉庫の天井や壁、サイロ

の中心付近などに温度計を取り付けて温度管理している発電所が多いが、大量に積まれた燃料の中における

局所的な発熱の把握は困難なことが推察される。事例の中には、発煙から鎮火まで４カ月を要した事故もあ

り、サイロ内で出火した場合には消火が困難なことが想像できる。 

また、表 1 には燃料搬送装置（コンベア）における爆発や、ローラが摩擦することによって発熱したとさ

れる火災も含まれている。燃料を搬送するコンベアは、火災が発生した場合、燃料とともに火災も搬送する

                              
3 各社および公的機関リリースを基に当社作成 
4 ボイラに燃料を投入する前に燃料を一時的に貯めておく装置 
5 燃料搬送装置や、ボイラへ燃料を投入する投入口 
6 水が非常に温度の高い物質（燃焼中の燃料など）と接触することにより瞬時に気化されて発生する爆発現象 
7 燃料を一時的に保管する貯留槽、燃料貯留槽 
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ため、延焼リスクが大きい設備と言える。 

ボイラの水管が破裂して水蒸気爆発を起こした事例では、爆風によって近隣の第三者にも被害が及んだも

のもあり、爆発の大きさを物語っている。ボイラ技術は一定確立されたものであり、これまでの多くの事故

の経験から規格が整備されているが、安全な運転には確実な保守管理が欠かせない。2021 年のボイラ水蒸気

爆発の事例では、後述のように水管の減肉が確認されており、管理方法の問題が指摘されている。 

3. バイオマス発電所の各々の設備・装置に関するリスク 

前章の通り、バイオマス発電所には多種の設備や装置が設置されている。設備・装置に潜在するリスクに

より出火の形態は異なるため、設備・装置の固有のリスクに合わせた適切な管理が必要となる。本章では主

要な設備・装置における出火リスクを考察する。 

3.1. 燃料倉庫（貯蔵庫） 

前述の通り、バイオマス発電では木質燃料が自然発火する性質があり、燃料の温度管理が極めて重要であ

る。直近で最も多いのが、燃料の貯蔵倉庫における火災事故であるが、燃料の温度管理は容易でなく、バイ

オマス発電の安全管理が難しい原因の 1つになっている。バイオマス発電の燃料は、木質ペレット8、木質チ

ップ9、PKS10、建築廃材、生木の剪定枝などいくつか種類がある（図 2）。燃料は種類によって発熱の特性がそ

れぞれ異なるため、使用する燃料の発熱の特性を把握したうえで、燃料の管理を行うことが求められる。 

表 1 の事故事例では、サイロなどの燃料貯蔵槽での火災が多発しているが、このように槽状の設備は内部

の燃料の温度管理が難しいことが推察される。温度計が内部に多数設置される場合においても、温度計から

離れた場所の局所的な燃料の発熱の把握は難しく、そうした発熱が温度計測可能な温度計の近くに達した時

には、既に内部で広範囲に発熱・火災が発生している可能性がある。また、一旦着火すると槽内の内部や下

部の火点に水が届きにくいため消火が難しい。さらに、サイロは満水状態11に対する設計がなされていない場

合が多く、サイロの槽壁への損傷の懸念から出火時に水を槽内に満たして消火することができない。そのた

め、温度管理を主目的とした水噴霧設備で消火活動を行わざるをえず、消火に時間がかかることがある。 

サイロではなく野積み式の貯蔵設備の場合もあるが、降雨などの影響によって発熱・温度状況は変動し、

この場合も温度管理は難しい。野積みされた燃料に長尺の温度計を刺して温度を測定する場合もあるが、内

部奥の局所的な発熱を検知することは困難である。一方で、野積み式の場合はサイロと比較すると発煙の視

認はしやすく、外からの消火活動も比較的容易に行えるメリットがある。 

表 1の事故の中には、持続可能な木材利用を認証する FSC12認証を偽装した燃料が使用されていた可能性が

指摘された事例13がある。しかしながら偽装認証と出火の直接的な因果関係は不明であり、偽装燃料だからと

言って火災のリスクが高くなるかは不明である。偽装認証の問題は、環境負荷の低いバイオマス発電事業に

おいて、使用する木材にレビュテーションリスクが潜在することを示しているものと考える。 

                              
8 細粉した木材を円筒形に圧縮形成した木質燃料 
9 木材を刃物切削などで小片化した木質燃料 
10 Palm Kernel Shell の略。ヤシ（パーム）からパーム油の原料となる種を採取後の殻 
11 サイロ内を水で満たした状態 
12 Forest Stewardship Council（森林管理協議会）、持続可能な森林管理を広げることを目的とした機関、木材利用の

サプライチェーンに認証を付与する 
13 FSC, アジアにおける木質ペレットサプライチェーンの信頼性リスクが確認されました, https://jp.fsc.org/jp-

ja/newsfeed/20230116, (アクセス日: 2023-11-13) 
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図 2 木質燃料の例（左から木質チップ、木質ペレット、樹皮）14 

 

3.2. 燃料搬送装置（コンベア） 

燃料をサイロや倉庫からコンベアに移送する際には、トラックやローダーを用いて燃料を運搬し、投入口

から流し入れてコンベアやエレベーターに供給する。燃料を投入する時には大量の木くずが舞い上がり、空

気中の木くずの濃度が上がって爆発性雰囲気15を発生させるリスクがある。バイオマス発電に限らず、穀物倉

庫でもサイロやエレベーターで同様の粉塵爆発が発生している。また、舞い上がった木くずが爆発性雰囲気

に達しないまでも、次に述べるように、木くずがコンベア内で詰まりの原因となり、故障や事故を発生させ

るリスクがある。 

コンベアはバイオマス発電所に限らず、多種多様な発電所や工場で設置される一般的な装置であるが、火

災事故が多い装置の 1 つである。バイオマス発電所は地上の燃料倉庫からボイラの燃料投入口まで、切り返

し点を設け、更に場所によっては冗長性や燃料投入の均一性のために並列して複数個所にコンベアが設置さ

れる。これらのコンベアは多数のローラがベルトやチェーンを回転・送り出すことで駆動し、燃料を搬送す

るが、このうち 1 つでもローラやベルトが詰まり、摩擦や過熱を起こすと火災が発生する危険性がある。燃

料から発生する木くずがローラなどの隙間に入り込んで詰まり、回転不良を起こすことが考えられる。また、

１つのローラから出火してもコンベアは急には停止せず、燃料と共に火災も運んでいくため、延焼リスクが

大きい。コンベアにはベルト式やチェーン（フライト）式などの種類があり、それぞれメリット・デメリッ

トがあるが、ベルト式の場合は火災発生時にベルト自体が延焼媒体となる。 

雨水や異物の混入防止のためにコンベアにフードを付ける場合があるが、火災発生時にはフードによる煙

突効果を生じてコンベア内で急激に火が回り、また、内部へのアクセスが容易でないことから消火が困難と

なるおそれがある。先進的な発電所では、コンベア内への温度センサーの設置や、コンベアの途中に散水設

備を設置している事例もあるが、バイオマス発電所における設置事例はまだ少ない。また、温度センサーは

火災が発生した後に反応するものであり、かつ温度センサーと散水設備が連動して自動起動する事例はほと

んど見られない。実際には、火災が発生した後に、中央操作室の運転員が温度センサーでの温度異常を認知

して消火配管の開弁を判断し、手動で開弁操作することになる。よって、効果的な消火には運転員の迅速か

つ的確な判断が必要であり、運転員の実務経験が非常に重要である。 

3.3. ボイラ 

バイオマス発電設備の中でも、ボイラは最も保険価額が大きく、保険会社・リスク評価会社としてトップ

                              
14林野庁, 木質バイオマスボイラー導入・運用にかかわる実務テキスト, 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/biomass/pdf/250610biomass1.pdf, (アクセス日: 2023-11-13) 
15 可燃性物質（この場合、粉塵）と酸素（空気）が混ざり、着火源が共存した場合に爆発を発生する状態のこと 
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リスクと認識するのが一般的である。バイオマス発電所に採用されるボイラの形式としては、循環流動層式

やトラベリングストーカ式が多い（図 3）。これらのボイラ技術は、バイオマス発電以外にも一般的に普及し

ているものである。 

バイオマス燃料は石炭と比較して硫黄などの不純物がない一方、木質燃料の種類によっては灰の発生が多

く、燃焼時の温度が比較的低いことより、ボイラの燃焼制御や燃焼効率の維持管理には技術やノウハウが必

要である。そのような中で、バイオマス燃料を混焼している発電設備において、表 1 に示したような水管破

裂、水蒸気爆発が発生した事例が複数ある。ガスや石油などを燃やすボイラと異なり、木質燃料を燃やす場

合には、灰が発生することから、灰による水管の摩減（エロ―ジョン）のリスクが大きい。特に、樹皮を含

む燃料は灰の発生が多く、エロージョンの発生もさることながら、「燃焼時にクリンカ16との問題を発生しや

すい」17ことに留意が必要である。 

 

  

図 3 循環流動層式（CFB）ボイラの概略図18 図 4 ボイラ水管破断例19 

 

無論、設計において水管の肉厚の考慮や、開放検査時の肉厚検査によって一定のエロージョン対策は取ら

れており、安全対策が行われているが、運転開始後にボイラ内で想定外の偏流が発生することもあり、減肉

による爆発リスクの完全な払拭は難しい（図 4）。表 1 での 2021 年 CFB ボイラが爆発した事例では、毎年の

定期点検で腐食や摩減による減肉を確認していたとのことだが、当該箇所の減肉の確認はできていなかった。

エロージョンは局所的に起こることが多く、決まった観測点をスポットで測定するのみならず、減肉が疑わ

れる範囲をくまなく肉厚測定し、最も減肉が進んでいる個所を突き止めるべきである。表 1の 2021 年のボイ

ラ爆発の説明資料では、「1996 年の運転開始から 2008 年まで外面測定データから摩耗進行が見られなかった

                              
16 溶融した灰が水管などに付着したもの。塊が崩落してボイラや周辺機器を損傷させる場合がある。 
17 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）, 木質バイオマスエネルギーに係る基礎知識, 

https://www.nedo.go.jp/content/100932088.pdf, (アクセス日: 2023-11-13) 
18 経済産業省, 第 18 回, 産業構造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会 電力安全小委員会 電気設備自然災害等対

策ワーキンググループ, 資料 3-2, 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/denki_setsubi/pdf/018_03_02.pdf, (アク

セス日: 2023-11-13). 
19 経済産業省, 第 14 回 産業構造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会 電力安全小委員会 電気設備自然災害等対

策ワーキンググループ, 資料 3-2, 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/denki_setsubi/pdf/014_03_02.pdf, (アク

セス日: 2023-11-13). 
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ため、～目視点検としていました」20とあるが、目視点検では残存肉厚を測ることができないことは想像に難

くない。検査方法変更時のリスク評価や認識が低かったものと推察され、コンベアと同様に、ボイラの運転

や保守管理を担う技術者の知識や実務経験、判断が重要であることがうかがえる。 

3.4. タービン・発電機 

バイオマス発電所において、ボイラに次いで保険価額が大きい設備が蒸気タービンおよび発電機である。

バイオマス発電で発生させる蒸気は、高くても圧力は 14MPa 程度、温度は 550℃程度までであり、ともに蒸気

タービンにとって機械的負荷は大きくない。一方で高速回転する機械であり、突発的な異物の混入やブレー

ドの損傷、発電機内の短絡（ショート）など、電気的または機械的な故障のリスクが潜在する。特にタービ

ンロータが損傷した場合には再調達期間が長いため、復旧期間が長期化する傾向があり、停止期間中の収益

途絶は事業性に大きく影響する。 

高速回転するタービンには潤滑油が使われており、タービンで火災が発生した場合には、潤滑油を延焼媒

体として大きな火災となるリスクがある。また、タービンに過回転などの異常が発生し、ローターや軸受が

異常な高温になった場合に着火するリスクもある。通常は過回転防止などの異常停止要素がプログラムに組

まれており、定期的に動作試験も行われるものであるが、試運転時やメンテナンスにおいてトリップが一時

的に外されていたり、何らかの不具合によって異常振動が発生したりして、ローターを損傷する事例がある。 

3.5. 自然災害リスク 

バイオマス発電所は、輸入燃料の輸送が容易な臨海工業地帯や、周辺の木材の確保・輸送に便利な山間部

に建設されることが多く、各々の立地における自然災害リスクを把握することが重要である。臨海工業地帯

の場合、台風来襲時の高潮による浸水が懸念される。ボイラ・タービン・発電機といった主要機器について

は、ボイラは鉄骨構造の中で吊上げられており、蒸気タービンおよび発電機は建屋の２階から３階に設置さ

れる場合が多いため、罹災する可能性は低い。一方で、地階にある設備や野積みの燃料は浸水被害が想定さ

れる。また、山間部に建設された場合には、周囲の状況によって土砂災害リスクの可能性があることに留意

が必要である。 

4. 事故リスクへの対策例 

前章まで事故事例も挙げながら、バイオマス発電所の各設備におけるリスクを挙げてきた。前述の通り、

バイオマス発電所を構成する設備それぞれにおいて、リスクは様々である。これらのリスクを的確に認識し

たうえで、リスク発現防止のためのハード面とソフト面の両面から対策を取ることが望ましい。 

4.1. 倉庫や貯留槽における燃料の管理 

バイオマス発電は木質燃料を使用することは不可避であるため、木質燃料のリスクおよび貯蔵設備の特性

を十分に把握したうえで、燃料の管理を行う必要がある。特に貯蔵設備においては燃料の貯蔵期間の管理や、

燃料の温度管理を確実に行い、出火リスクをコントロールすることが求められる。 

具体的には、古い燃料から排出することで貯蔵期間を短くする（先入れ・先出し）ことを徹底するととも

に、白煙の発生など温度上昇が疑われる燃料には水噴霧および撹拌を行って、燃料の温度を上げないことが

基本である。野積みの場合は比較的これらの管理が容易であるが、問題はサイロやホッパーなど、目視点検

                              
20 前掲脚注 19 に同じ 
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や燃料の温度管理・撹拌が難しい場合である。温度管理をサイロ内の一部ではなく、多数の場所で行うこと、

槽の下部や中心部に近い場所の温度も計測することが挙げられるが、それとともに燃料の貯留期間をできる

だけ短くすることが重要である。ボイラや発電機の異常により、突発的に長期に貯留せざるを得ない状況も

考えられるが、そうした際にも燃料をサイロからサイロへ循環させるなど、燃料を撹拌することが発熱低減

対策として有効である。ガス濃度分析や監視カメラによるモニタリングなどでガスの発生や燻りの発見を早

期に行うことも考えられるが、これらを 1 点のスポット観測ではなく多種多点観測することで、サイロ内の

状況を、より正確に判断する材料となると考える。いずれにせよ、温度変化やガス濃度の変動などのモニタ

リング結果による、実務経験に基づいた運転員の的確な判断が、防災に重要な要素となる。 

4.2. 燃料投入口およびコンベアにおける管理 

燃料は、燃料倉庫から燃料投入口を経てコンベアに移される。その際、燃料は設備に搬入する前に品質検

査などを経て発電所へ搬入されていると推測される。しかしながら、国内外の多数の業者がハンドリングし、

また構内においてもローダーで撹拌・投入される中で、金属片などの異物混入の機会は多い。また、廃材な

どを使用する場合においても、廃材中に金属片などが含まれている可能性もある。そのため、コンベアやボ

イラへの異物混入、機械故障を防止するために、コンベアの投入口に磁選機を設置することが望ましい。 

前述のように燃料投入の際には、木くずが舞い上がり、爆発性雰囲気を発生させるリスクがある。こうし

た木くずを発生させやすい場所には、集塵機を設置して粉塵濃度を低減することが求められる。また設置す

るのみならず、燃料投入時の確実な集塵機の運転や、適切な時期でのフィルターの清掃・交換、投入時の速

度など、集塵機の安定運用や燃料投入の管理も必要である。 

コンベアの故障・火災については、ローラの詰まりや過熱を解消することが求められる。延焼防止の観点

からは、延焼媒体となり得るベルト形式ではなく、フライト式・チェーン式のコンベアが望ましい。いずれ

の形式においても、保守管理が極めて重要であり、日常点検においてローラの詰まりや擦れが無いか、温度

計などを用いながら確認するとともに、詰まりの原因となる木くずなどを定期的に除去すべきである。 

4.3. ボイラ・蒸気タービン・発電機の管理 

木質燃料は燃焼すると灰を大量に発生させることから、ボイラには厳しい環境であり、水管の減肉による

チューブリークのリスクは大きい。中でも、ペレットも含めて竹や樹皮を含む燃料や生木などは灰を生じや

すいとされている。灰の発生が多い場合には、エロ―ジョンの他にクリンカのリスクも高くなる。ボイラの

仕様は、計画されている燃料の規格に合わせて設計・製造されているため、投入する燃料の品質管理は装置

の安定稼働に重要な要素である。木質燃料は市場変動により価格が上下するため、時には燃料調達コストが

上がり、事業性の確保のためには燃料の仕様変更もあり得る。しかしながら、燃料の仕様変更はボイラの仕

様・想定燃料の範囲内で行われるべきであるとともに、変更する燃料の特徴を把握したうえで、燃料のハン

ドリングや各種機器の保守メンテナンスを行うことが求められる。 

また、燃料の均一化の他に、燃料投入の平準化により、ボイラの燃焼を安定させ、発生する蒸気温度・圧

力をできるだけ一定に保つことが重要である。燃料供給の事情や出力抑制・デマンド運転などによりボイラ

を低負荷運転するような場合は、湿り気を含んだ蒸気が凝縮した水滴によってタービンブレードのエロ―ジ

ョンが発生するリスクが高くなる。あるいは、燃焼が不安定・不連続な場合は、蒸気温度・圧力の不連続性

によって、蒸気タービンおよび発電機に軸方向の捩じれを発生させるため、機械的負荷が上がる。 

ボイラ・蒸気タービン・発電機は、いずれも技術的に高度な機器であり、長期間の安全運用には専門的な
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保守・メンテナンスが求められる。定期点検の場合はメーカーの技術員による保守・点検を実施し、またメ

ーカーが支給または認証する予備品を使用することが望ましい。ボイラなどの主要機器に限らないが、事故

や定期点検における部品交換を想定した予備品の確保も、復旧・停止期間を長引かせないための有効な対策

である。 

4.4. 自然災害リスクに関する対策 

水災や土砂災害といった自然災害リスクは、立地に直結するものであり、立地や機材の設置状況は、基本

設計や建設の段階に入ってからは変更することが極めて難しいため、事業計画段階でリスク対策を取ってお

く必要がある。計画中の立地における自然災害リスクを定量評価し、立地における想定浸水深などを把握し

たうえで、よりリスクが低い候補地を選定する、あるいは重要な設備はかさ上げした基礎の上に設置するな

ど、設計に対策を取り込むことが望ましい。 

例えば、高潮が想定される臨海工業地帯の場合には、想定浸水深を評価したうえで敷地の盛土を行うこと

や、主要機器や電気設備を想定浸水深よりも高い場所に嵩上げすることが考えられる。また、土砂災害リス

クがある山間部では、ハザードマップやリスク調査の結果をもとに、ボイラ・発電機・管理棟などの保険金

額の大きい主要設備を、土砂災害・地すべり警戒区域や危険箇所の外に設置することを考慮にいれ、適切な

地盤工事を行うことが必要である。 

4.5. 保険 

本章で述べてきたように、事業が晒されているリスク環境を把握したうえで事業計画を立て、設計や施工

管理、運転を行うことは非常に重要であるが、一方で危険物や可燃物を大量に扱いつつ、高度な技術を使う

設備である以上、突発的な事故を完全に回避することは難しい。事故や故障の他にも、自然災害をはじめと

する不可抗力的なリスクもある。これらのリスクに対して、競争力を失うことなく事業性を確保する手段と

して、保険へのリスク移転がある。事業計画に基づいたリスク評価を行ったうえで、リスク負担を整理し、

復旧・予備品計画を立てることで、保険へのリスク移転コストを低減し、競争力を損なうことなく事業の安

定性を担保することができる。網羅的に事業リスクを洗い出したうえで、例えばメンテナンスや長期保守契

約における責任負担を明確化するなど、各々のリスク対策を各種契約および保険契約に取り込むことが必要

である。 

バイオマス発電に関連する事故の多さや多額の保険金支払いによって、保険引受状況は厳しさを増してき

ている。具体的に、保険料率や免責額の上昇などが見られる。このマーケット環境の中で、各発電所におい

て、燃料の温度管理や搬送装置の保守などにおいて着実に対策を取り、過去に発生した事故のリスクを低減・

管理していることを示すことが保険引受の前提となり、業界標準以上の対策を取ることによって良い保険条

件を引き出すことが、事業の安定性の向上に寄与する。 

5. 終わりに 

直近のバイオマス発電所に関連する事故事例を参考にしながらリスクを考察したうえで、リスクを低減す

るための対策を検討してきた。バイオマス発電所の出火リスクの低減や防火対策においては、対策設備の設

置などハード面の対策のみならず、燃料の管理や設備の保守などソフト面の対策も管理計画に組み込むこと

が必要である。また、センサーなどから、燃料や装置の異常をいち早く感知し、停止や消火活動を迅速に行

うために、運転員の実務経験や教育訓練も求められる。 
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事故が頻発しているバイオマス発電であるが、事故を経験しているからこそ、そこから多くの教訓があり、

改善の余地がある。多くの事業者が過去の事故事例の教訓を取り込みつつ、国内のバイオマス発電産業が発

展し、持続可能なカーボンニュートラル社会が実現していくことを期待したい。 
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